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概 要  

１． 平成１２年６月に改正、又は制定された建築基準法施行令、及び主要告示

がどのような技術的背景により導き出されたのかを解説し、規定を超えた部

分の技術情報を知りたいという要求に応えるための技術書です｡ 

２． 法令を技術的観点から理解する上での必読の書であり、法令の適用にあた

って問題が生じた場合に解決策を見出すための手助けとなる技術的内容が

盛り込まれています。 

お申込方法  

 

刊行物の購入をご希望の方は、「刊行物購入申込書」にご記入の 

上、ＦＡＸでお送りください。 

お申込み後、刊行物は郵便にてお送りいたします。尚代金は、請求 

書を同封はたしますので、当協会口座宛お振込み下さい。 

※送料は実費負担願います。 

刊行物の価格に消費税は含まれております。 

 

お問い合わせ 一般社団法人 建築研究振興協会 

 〒108‐0014 東京都港区芝５‐２６‐２０ 建築会館５階 

 ＴＥＬ．03(3453)5498 ＦＡＸ．03(3453)0428 
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